
①目的・効果
②経費内容
③積算根拠

④事業の対象

1 ＰＣＲ検査費用助成金 単

①新型コロナウイルス感染症の濃厚
接触者で、検査を希望する無症状の
町民を対象にPCR検査費用に対し補
助を行い、感染拡大防止を図る。
【参考】
基本的対処方針（R3.8.25）該当箇
所P31「特にＰＣＲ検査能力について
は、政府による財政的な支援などの
もと、民間検査機関等を最大限活用
しつつ、最大時約36万件/日の検査
能力を速やかに確保する。」

②PCR検査費用補助金
③20千円×50人分＝1,000千円

④濃厚接触者（無症状）で行政検査
を受けられない町民のうちPCR検査
を希望する者

R4.4.1 R5.3.31 432,750 400,000

濃厚接触者のうち無症状を
理由に保健所の検査を受け
られない町民がＰＣＲ検査を
独自に受ける場合、検査費
用を50人に対し助成する。

【実績】
R4年度PCR検査費用助成実績
　延べ件数：126件

【効果検証】
　濃厚接触者のうち無症状を理由に
保健所の検査を受けられない町民へ
PCR検査費用を助成し、検査を受け
易くしたことで、感染への不安の解消
と家庭内、職場、学校などでにおける
感染予防対策につなげることができ
た。また、町民からも「検査を受ける
ことができ、感染への不安が解消さ
れた」との声を聞いている。

健康ほけん課

5
大台町原油価格高騰対策運
送事業者等支援事業

単

①原油価格高騰の影響を受けて厳
しい経済活動状況下にある町内の運
送事業者等に対し、燃料費の購入
分の一部を補助（R4.1～R4.12のうち
購入量が大きい2ヶ月分に対し1ℓあ
たり10円、1事業者上限1,000千円）
し、事業継続支援を図る。

②町内運送事業者等の燃料購入費
に対する補助金
③上限1,000千円×15事業者≒
10,000千円

④町内に事務所を有する貨物自動
車運送事業（トラック運送等）、一般
乗合旅客自動車運送事業（貸切バ
ス等）、一般乗用旅客自動車運送事
業（タクシー・介護タクシー等）、自動
車運転代行業 R4.7.20 R5.2.20 2,476,210 2,400,000

原油価格高騰の影響を受け
る運送事業者支援として15
事業者に支援する。

【実績】
対象15社中11社の申請を頂いた。

【効果検証】
これまで商品券等を発行し、地域経
済の下支えを行ってきたが、その効
果を得にくい業種であったため、一時
的なことでも当事業の実施について
歓迎頂いた。

産業課

6 大台町農業者経営支援事業 単

①物価高騰により資材や飼料などが
値上がりし、農業経営が苦しくなって
いる農業経営者に対し、かかる経費
（種苗、肥料、農薬、培土、畜産飼
料の購入に要する経費の一部を補
助することで、農業経営の継続支援
を行う。

②農業者経営支援事業補助金
③畑作・稲作農業100千円×180件
＝18,000千円、畜産農業300千円
×5件＝1,500千円

④農業経営者（畜産含む。農業所得
の申告を行っている者に限る）

R4.7.12 R5.3.8 17,984,600 15,000,000

農業経営の継続支援に資す
るため、畑作・稲作農業を経
営する町民180人、畜産経
営5人に対し補助する。

【実績】
178件の農家及び畜産経営者に支
援を行った。

【効果検証】
販売先の営業自粛や米価の下落に
加え、資材高騰の影響を受けたが、
当事業により、次期作へのモチベー
ション維持に繋がったとの声を頂い
た。

産業課

7
大台町プレミアム付商品券発
行支援事業

単

①物価高騰の影響を受ける町民生
活に対し、大台町商工会と協働し、
プレミアム商品券（5千円券を2千円
で購入、町民1人あたり5セットまで）
を販売することで、各家庭の経済的
負担の軽減や生活困窮の拡大阻止
を図る。

②プレミアム商品券発行事業補助
金、プレミアム商品券事務費補助
金、事務費（時間外勤務手当、消耗
品費）
③プレミアム商品券（プレミアム部分
3千円×43,500セット＝130,500千
円、事務費補助金（販売、換金手数
料など）1式＝14,900千円、時間外
勤務手当300千円、消耗品費200
千円

④6月末日に住民基本台帳に登録
のある町民

R4.6.22 R5.2.28 25,952,000 25,952,000

プレミアム商品券（5千円券を
2千円で販売）43,500セットを
販売することで、町民8,700
人に対し総額で130,500千
円の生活支援を実施する。

産業課

8
大台町プレミアム付商品券発
行支援事業

単

①物価高騰の影響を受ける町民生
活に対し、大台町商工会と協働し、
プレミアム商品券（5千円券を2千円
で購入、町民1人あたり5セットまで）
を販売することで、各家庭の経済的
負担の軽減や生活困窮の拡大阻止
を図る。

②プレミアム商品券発行事業補助
金、プレミアム商品券事務費補助
金、事務費（時間外勤務手当、消耗
品費）
③プレミアム商品券（プレミアム部分
3千円×43,500セット＝130,500千
円、事務費補助金（販売、換金手数
料など）1式＝14,900千円、時間外
勤務手当300千円、消耗品費200
千円

④6月末日に住民基本台帳に登録
のある町民

R4.6.22 R5.2.28 119,497,667 99,751,000

プレミアム商品券（5千円券を
2千円で販売）43,500セットを
販売することで、町民8,700
人に対し総額で130,500千
円の生活支援を実施する。

産業課

【実績】
プレミアム商品券43,216セットを販
売し、233店舗で使用された。
215,067,500円が流通した。

【効果検証】
事業者支援と町民の生活支援に繋
がった。

交付金充当額（円） 実績及び効果検証 所管課
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9
教育施設トイレ改修（洋式化）
事業

単

①和式トイレは洋式トイレに比べ、ウイ
ルスが飛散拡散しやすいため、新型
コロナウイルス感染症拡大防止の観
点から、町内の各小中学校及び教
育委員会管理施設の和式トイレを洋
式トイレに改修し児童生徒及び町民
など施設利用者の感染拡大防止に
努める。

②洋式化に伴う工事請負費
③小学校481千円×38基＝18,278
千円、640千円×2基＝1,280千
円、中学校481千円×15基＝
7,215千円、640千円×2基＝1,280
千円、社会体育施設481千円×6基
＝2,886千円

④小学校4校、中学校2校、川添グ
ランドゴルフ場、子ども王国

R4.7.25 R5.3.28 26,882,900 22,500,000

公共施設内での感染拡大防
止を図るため、63基の和式ト
イレを洋式化する。

【実績】
39基の和式トイレを洋式化した。

【効果検証】
学校施設においては、洋式化率が約
７０％となり、その他公共施設におい
ても洋式トイレを設置することで、新
型コロナウイルスの感染拡大防止に
つながった。

教育課

10
指定避難所トイレ改修（洋式
化）事業

単

①和式トイレは洋式トイレに比べ、ウイ
ルスが飛散拡散しやすいため、新型
コロナウイルス感染症拡大防止の観
点から、指定避難所の和式トイレを洋
式トイレに改修し町民など施設利用
者の感染拡大防止に努める。

②洋式化に伴う工事請負費
③640千円×30基（8施設）＝
19,200千円

④グリーンプラザおおだい、就業改善
センター、真手地域総合センター、
生活改善センター、林業総合セン
ター、岩井避難所、大杉谷地域総合
センター

R4.10.28 R5.1.18 18,344,700 15,000,000

公共施設内での感染拡大防
止を図るため、30基の和式ト
イレを洋式化する。

【実績】
指定避難所5ヶ所（グリーンプラザお
おだい、町民体育館、健康ふれあい
会館、林業総合センター、大杉谷地
域総合センター）、18基の和式トイレ
の洋式化を行った。

【効果検証】
洋式化を行ったことでウイルスの飛
散・拡散を防ぎ、避難所を利用する
町民の感染症感染拡大の防止につ
ながった。
R4年度避難所設置実績（年間累
計）
・大杉谷地域総合センター　1回　1
世帯1名
R5年度避難所設置実績（年間累
計）
・林業総合センター　1回　5世帯5名
・大杉谷地域総合センター　2回　2
世帯3名

総務課

11 公衆トイレ改修（洋式化）事業 単

①和式トイレは洋式トイレに比べ、ウイ
ルスが飛散拡散しやすいため、新型
コロナウイルス感染症拡大防止の観
点から、町内の公園及び公衆便所の
和式トイレを洋式トイレに改修し町民
や来訪者など施設利用者の感染拡
大防止に努める。

②洋式化に伴う工事請負費
③600千円×6基＝3,600千円、
1,000千円×1基＝1,000千円

④からすき谷公園、真手公園、三ツ
谷池公園、美薗公園、仁右衛門公
衆トイレ

R4.7.20 R5.3.28 3,960,000 3,500,000

公共施設内での感染拡大防
止を図るため、7基の和式トイ
レを洋式化する。

【実績】
5基のトイレを洋式化できた。

【効果検証】
不特定多数の方が利用されるので、
蓋をして水を流すなど利用者の安心
に繋がった。

生活環境課

12
産業施設トイレ改修（洋式化）
事業

単

①和式トイレは洋式トイレに比べ、ウイ
ルスが飛散拡散しやすいため、新型
コロナウイルス感染症拡大防止の観
点から、町内の産業施設の和式トイ
レを洋式トイレに改修し施設利用者の
感染拡大防止に努める。

②洋式化に伴う工事請負費
③500千円×7基＝3,500千円

④総門の森公園、森の国工房、茶
研修工場、むらびと工房

R5.1.13 R5.2.28 3,159,200 2,000,000

公共施設内での感染拡大防
止を図るため、7基の和式トイ
レを洋式化する。

【実績】
目標どおり7基のトイレを洋式化又は
高機能化できた。

【効果検証】
不特定多数の方が利用されるので、
蓋をして水を流すなど利用者の安心
に繋がった。

産業課

14 子育て応援ポイント事業 単

①コロナ禍における子育て中の親子
に対する子育て支援センターや母子
保健事業の利用を促進するために、
ポイントカードを付与し、利用状況に
応じて、子育てグッズを贈呈する。そ
のことで、コロナ禍における親子の孤
立を防ぎ、子育て環境や機会を充実
化させる。

②子育てグッズ購入費
③子育てグッズ10千円×未就園児
80人＝800千円

④町内在住の子育て中の親子（未
就園児に限る）

R4.8.8 R5.3.31 323,361 300,000

子育て支援を促進するポイン
トカード制度を導入し、未就園
児80人が利用できる施策を
実施する。

【実績】
 （令和4年8月～）
　　参加対象児数　81人
　　参加者数　　　61人（75％）

【効果検証】
・コロナ感染拡大となっても、利用者
数が安定し、利用の促進へとつな
がった。
・支援センターや事業を利用されるこ
とにより、保護者同士のつながりがで
きた。今後も継続してポイント制度を
実施してほしいとの要望があった。

町民福祉課
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15
コロナに負けるな大台町から
のふるさと応援便事業

単

①新型コロナウイルスの影響で大台
町への帰省機会や大台町を訪れる
ことが減少した町民の親族等に対し、
ふるさと応援便を送付することで、ア
フターコロナを見据えて、関係人口の
維持及び拡充を図る。

②ふるさと応援便（特産品詰め合わ
せセット）
③ふるさと応援便　3.7千円×2,700
セット＝9,990千円
　時間外勤務手当100千円、消耗品
費200千円

④大台町民の親族等

R4.6.23 R5.2.20 5,193,405 5,000,000

アフターコロナを見据えて、関
係人口2,700人の維持及び
拡充に努める。

【実績】
1,430件の利用を頂いた。

【効果検証】
郷土愛の醸成及び関係人口の維持
拡大を目標と掲げて実施し、複数の
利用者からは手紙等で感謝のお言
葉を頂いた。事後のアンケート（回答
率59.5％）では、概ね好評で”有効
なものだったと思うか”の問いに81％
が”思う”と回答を頂いた。

産業課

16 ＰＣＲ検査環境充実化事業 単

①町営報徳診療所でPCR検査を実
施するため、安全キャビネットの購
入、待機場所となるユニットハウスの
整備を行い、検査環境の充実化を図
る。

②備品購入費
③安全キャビネット1台　1,210千円
　ユニットハウス（患者隔離施設）１基
1,240千円

④町営報徳診療所

R4.7.19 R4.11.8 1,188,000 1,000,000

PCR検査環境を整備し、年間
240件のPCR検査機会を確
保する。

【実績】
令和4年度PCR実績649件

【効果検証】
PCR検査機器に安全キャビネットを設
置したことで、検査技師への感染の
危険性が減少し、検査が継続的に実
施できた。
　また、発熱外来受診者が重複した
時、ユニットハウスを待機場所とした
ことで、他科の外来受診者への感染
予防につながり、町民の安全安心が
確保できた。

報徳診療所

18
オンライン会議環境整備事
業

単

①コロナ禍の環境に対応するためオ
ンライン会議専用の職員用ワーク
ブースを設置し、デジタル化を促進
することで、感染防止対策を講じる。

②備品購入費
③1,603千円×3基≒4,810千円

④大台町役場

R4.8.3 R4.11.8 4,290,000 3,500,000

会議ブースを3基整備し、オ
ンライン会議の実施回数を
300回実施する。

【実績】
オンライン会議ブースにおいてオンラ
イン会議を345回実施した。

【効果検証】
オンライン会議専用ブースを設置し
たことにより、職員の感染防止対策、
更には、デジタル化への対応が進め
られ、促進に繋がった。

総務課

19 小中学校給食費無償化事業 単

①物価高騰に直面する子育て世代
への支援として、小中学校の給食費
を無償化することにより、生活負担の
軽減を図る。

②給食費の補助金
③小学校低学年47千円×161名≒
7616千円、小学校高学年49千円
×181名≒8,960千円、中学校55
千円×175名＝9,625千円

④学校給食会

R4.4.1 R5.3.31 25,523,875 10,000,000

学校給食の無償化を実施
し、小学生342人、中学生
175人の子育てに係る生活
負担軽減を図る。

【実績】
小学生334人、中学生170人の児童
生徒の給食費を全額補助することに
より、子育て世代の生活費等の負担
軽減が図れた。

【効果検証】
給食費の無償、またコロナ禍における
物価高騰等への対応として保護者の
経済的負担軽減が図れた。

教育課

20
物価高騰対策生活応援商品
券事業

単

①コロナ禍における物価高騰の影響
を受ける町民生活に対し、「生活応
援商品券」を配布することで、家計負
担の軽減を図る。加えて、町内での
消費喚起を図ることで地域経済の下
支えを行う。

②生活応援商品券、事務費（時間
外勤務手当、印刷製本費、通信運
搬費、消耗品費、業務委託料）
③商品券5千円×8,650人＝
43,250千円、事務費6,257千円（換
金業務委託料1,625千円、消耗品
費200千円、時間外勤務手当100
千円、商品券印刷費2,200千円、商
品券発送費2,132千円）

④9月30日に住民基本台帳に登録
のある町民

R4.11.21 R5.2.28 48,076,990 42,444,000

町民8,650人に対し商品券を
配布することで、総額43,250
千円の生活支援と町内経済
の下支えを実施する。

【実績】
　商品券配布者数　8,621人
　商品券発行総額　43,105千円
　商品券使用総額　41,397千円
　使用率　　　　　　　96％
　加盟事業所数　　 236店舗

【効果検証】
・全町民を対象に商品券を発行した
ことから、物価高騰に対する家計負
担の軽減につながった。
・商品券を用いたことから、消費先が
町内に限定されることで町内経済の
下支えにつながった。

町民福祉課



①目的・効果
②経費内容
③積算根拠

④事業の対象
交付金充当額（円） 実績及び効果検証 所管課

令和４年度　新型コロナウイルス対応地方創生臨時交付金　実施状況・効果検証

No. 事業名
補助

・
単独

事業の概要

事業始期 事業終期 総事業費（円） 成果目標

21
障害福祉・介護サービス事業
所等運営支援事業

単

①コロナ禍における物価高騰による
影響を受ける介護サービス事業所、
障害福祉サービス事業所に対し、光
熱水費の負担増に見合う運営支援
交付金を交付することで、介護及び
障害福祉サービスの提供継続を支
援する。

②運営支援交付金
③入所・入居系施設1,480千円
【内訳】
（定員1～10人）40千円×1事業所
（定員11～20人）80千円×5事業所
（定員21～30人）120千円×1事業
所
（定員31～40人）160千円×2事業
所
（定員41人～）200千円×3事業所
通所系施設480千円
【内訳】
（定員1～10人）20千円×6事業所
（定員11～20人）40千円×2事業所
（定員21～30人）60千円×2事業所
（定員31～40人）80千円×2事業所
訪問系施設240千円
【内訳】
20千円×12事業所
居宅介護支援施設200千円
【内訳】
20千円×10事業所

④町内の介護サービス事業所、障害
福祉サービス事業所

R5.1.10 R5.3.28 2,360,000 1,500,000

運営支援交付金を交付する
ことで、町内46の障害福祉
サービス事業所、介護サービ
ス事業所が運営継続できるよ
う支援する。

【実績】
障害福祉サービス事業所　6事業所
介護サービス事業所　15事業所

【効果検証】
運営支援交付金の交付により、障害
福祉サービス事業所、介護サービス
事業所の負担軽減につながり、運営
を支援することができた。

健康ほけん課

25
デジタル田園都市国家構想
推進交付金

補

①コロナ禍において、対面での交流
や情報発信の制限、観光等の地域
産業の衰退等を持ち直すべく、デジタ
ル田園都市国家構想に基づくデジタ
ル事業の普及促進を行い、住民
サービスの利便性向上や情報発信
の強化、地域産業活性化を図る。

②5町広域連携によるデジタル田園
都市国家構想実現のための構築に
係る事業経費
③全体事業費146,998千円（内本
町分37,688千円）
【内訳】
共通地域ポータル構築38,300千円
(内本町分9,575千円)
デジタル地域通貨構築26,340千円
(内本町分8,780千円)
観光ポータル構築29,633千円(内本
町分7,408千円)
データ連携基盤構築48,125千円(内
本町分9,625千円)
キャッシュレス連携事業4,600千円
(内本町分2,300千円)

④町民及び商工事業者等

R4.6.28 R5.3.10 37,688,000 18,844,000

三重広域連携モデルとして５
町で連携し、広域でのデジタ
ル田園都市国家構想に
向けた取組を行う。

【実績】
三重広域連携モデルとして大台町、
多気町、度会町、明和町、紀北町の
５町が連携し、広域でのデジタル田
園都市国家構想に向けた事業を実
施。

【効果検証】
デジタル地域通貨（美村PAY）の構
築を通じて、関係人口の創出から地
域産業活性化に繋がるデジタルツー
ルの確立と、ポータルサイトの構築に
より地域内外への情報発信を強化す
ることができた。

企画課


